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入  札  説  明  書 

 この入札説明書は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（以下「研究所」という。）会計規程、

研究所会計細則、同細則で準用する文部科学省発注工事請負等契約規則（平成１３年文部科学省訓令。

以下「文部科学省契約規則」という。）、本件調達に係る入札公告のほか、本研究所が発注する調達契

約に関し、一般競争に参加しようとする者（以下「競争参加者」という。）が熟知し、かつ、遵守しな

ければならない一般事項を明らかにするものである。 

  １ 競争入札に付する事項 （別 記）のとおり 

  ２ 入札保証金及び契約保証金   免除 

  ３ 競争参加資格 

（１） 研究所会計細則第３１条第１項及び第３２条に規定される次の事項に該当する者は、競争

に参加する資格を有さない。 

①未成年者（婚姻若しくは営業許可を受けている者を除く。）、成年被後見人、被保佐人又は

被補助人並びに破産者で復権を得ない者

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている

場合は、これにあたらない。

②以下の各号のいずれかに該当すると認められるとき、その事実があった後三年を経過して

いない者（その者を代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。）

（ア） 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき

（イ） 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るた

めに連合したとき

（ウ） 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき

（エ） 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき

（オ） 正当な理由がなく契約を履行しなかったとき

（カ） この項(この号を除く)の規定により一般競争入札に参加できないこととされている

者を契約の締結又は、契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使

用したとき

（２） 文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）において令和５年度に関東・甲信越地域の「役務

の提供等」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされている者であること。

（３） 契約担当役若しくは他の機関から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

（４） 保険業法（平成７年６月７日法律第１０５号）の規定に基づき損害保険業免許を受けている者

であること。

（５） 直近時における保険財務力外部格付け（ムーディーズ社又はＳ＆Ｐ社）が｢Ａランク｣以上の損

害保険会社であること。

（６） 公的研究費の不正防止に係る誓約書を提出した者であること。ただし、提出を求める対象範

囲外の者を除く。 
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４ 落札の方式 

（１） 契約担当役等は、予定価格の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方

とする。ただし支払の原因となる契約について、相手方となるべき者の申込価格によっては、

その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又

はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく

不適当であると認められるときは予定価格の範囲内で申込みをした他の者のうち最低価格を

もって申込みをした者を契約の相手方とする。 

（２） 契約担当役等は、交換契約その他その性質又は目的から前項の規定により難い契約につい

ては、同項の規定にかかわらず、価格その他の条件が研究所にとって最も有利なものをもっ

て申込みをした者を契約の相手方とする。 

（３） 保険料については非課税であるため入札書に記載された金額をもって落札金額とするので、

競争参加者は見積もった契約金額を入札書に記載すること。

５ 入札及び開札 

（１） 入札説明会等は、総務部財務課契約係で随時行うものとする。

（２） 競争参加者又はその代理人（以下｢競争参加者等｣という｡）は、別紙仕様書、契約書（案）、

研究所会計規程、研究所会計細則及び同細則で準用する文部科学省発注工事請負等契約規則

を熟覧の上、入札しなければならない。

（３） 競争参加者等は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消しをすることができない。

（４） 競争参加者等は、入札書の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分について押印をしてお

かなければならない。

（５） 代理人が入札するときは、あらかじめ競争参加者は代理委任状を提出しなければならない。

（６） 開札は、競争参加者等を立ち会わせて行う。ただし、競争参加者等が立ち会わない場合は、

入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

（７） 入札場の入退場の制限

①入札場には、競争参加者等並びに入札事務に関係のある職員（以下「入札関係職員」という。）

及び前記（６）の立会職員以外の者は入場することはできない。

②競争参加者等は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。

③競争参加者等は、契約担当役が特にやむを得ない事情があると認められる場合のほか、開札

場を退場することはできない。

（８） 競争参加者等が、相連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることが認められないときは、当該競争参加者等を入札に参加させず、又は入札の執行を延期

し、若しくは取りやめる。 

（９） 次の各号の一に該当する入札書は、これを無効とする。

①入札公告及び入札説明書に示した競争に参加する資格のない者の提出した入札書

②調達件名及び入札金額のないもの

③競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のな

い又は判然としないもの

④代理人が入札する場合は、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代
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表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のない又は判然と

しないもの（記載のない又は判然としない事項が、競争参加者本人の氏名（法人の場合は、

その名称又は商号及び代表者の氏名）又は代理人であることの表示である場合には、正当な

代理人であることが代理委任状その他で確認されたものを除く） 

⑤調達件名に重大な誤りがあるもの

⑥入札金額の記載が不明確のもの

⑦入札金額の記載を訂正したもので、その訂正について印の押していないもの

⑧入札公告及び入札説明書に示した競争参加者等に要求される事項を履行しなかった者の提

出したもの

⑨その他入札に関する条件に違反した入札書

（１０） 開札をした場合において、競争参加者等の入札のうち予定価格の範囲内での入札がないとき

は、直ちに、再度の入札を行う。

（１１） 落札となるべき同価の入札をした者が二人以上あるときは、直ちに当該競争参加者等にくじ

を引かせて落札者を決定する。また、くじを引かない者があるときは、これに代わって入札事

務に関係のない職員にくじを引かせる。

６ 契約条項 

別紙様式の契約書（案）のとおり。 

 なお、本契約の相手方が中小企業信用保険法（昭和２５年１２月１４日法律第２６４号）第２条第１

項の中小企業である場合には、その者からの申し出により契約書には以下の債権譲渡の特約条項を追加

することができる。 

（売掛金債権の譲渡） 

受注者は、本契約に基づく売掛金債権を本邦内に本店又は支店を有する金融機関（中小企業信用保険法

（昭和２５年１２月１４日法律第２６４号）第３条第１項に規定する金融機関に限る。）及び信用保証

協会に対し譲渡することができる。 

  ７ その他 

（１）競争参加者等又は契約の相手方が本件調達に関して要した費用については、すべて当該競争参加

者等又は当該契約の相手方が負担するものとする。 

（２）入札書及び委任状の様式は別紙のとおり。

（３）本件調達に関しての問い合せ先

  （機 関 名） 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 総務部財務課 

（担 当） 中村 

  （電 話 番 号） ０４６（８３９）６８４６ 

（Ｆ Ａ Ｘ） ０４６（８３９）６９１６ 

（ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ ） a-keiyaku@nise.go.jp
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（別 記） 

  １．件名 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

（詳細は別紙仕様書のとおり。） 

２．契約担当役等 

（１）契約担当役

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所

理事長 中村 信一

（２）所在地 〒239-8585 神奈川県横須賀市野比５丁目１番１号

３．入札説明日時及び契約条項を示す場所 

令和６年２月１３日（火）～令和６年３月４日（月）まで 

９時００分から１７時００分まで（土日祝祭日を除く） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 研究管理棟１階 総務部財務課契約係 

４．競争参加資格の確認のための書類の提出期限及び提出先 

提出期限  令和６年３月５日（火）１７時００分 

提出場所  研究管理棟１階 総務部財務課契約係（FAX 又はメール添付での提出可） 

提出物  ①文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）の写し

②損害保険業免許の写し

③保険財務力外部格付け（ムーディーズ社又はＳ＆Ｐ社）が｢Ａランク｣以上の損害

保険会社であることがわかる資料

④再委託に係る書面（再委託の場合のみ）

５．入札及び開札 

令和６年３月１４日（木）１１時００分 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 研究管理棟２階 第２会議室 

６．契約期間 

令和６年４月１日１６時００分から令和７年４月１日１６時００分まで 

７．その他 

（１）市場調査のため、令和６年３月５日（火）までに参考見積書を提出すること。なお、参考見積

書作成に当たり、研究所から業者に申告する事項がある場合は、令和６年２月２６日（月）ま

でに任意の申告書様式を問い合せ先の担当者にメールで送付すること。 

（２）落札者は、落札後遅滞なく各種保険毎の落札金額の内訳を提出すること。

4



契        約        書(案) 

 件     名 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損 害保険契約一式

 代 金 額    金            円 

 発注者  契約担当役  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所  理事長 中村 信一（以下

「甲」という。）と、請負者              （以下「乙」という。）との間にお

いて、上記の損害保険業務（以下「業務」という）について、上記の代金額で次の条項により

損害保険契約 を締結するものとする。  

第１条  損害保険業務の内容は別添仕様書のとおりとする。  

第２条  契約期間は、令和６年４月１日１６時００分から令７年４月１日１６時００分までと

する。 

第３条  代金の請求書は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所総務部財務課契約係に提出

するものとする。  

２ 代金は、甲が乙より適法な請求書を受理した後、令和６年４月５日までに支払うものとす

る。ただし、適法な請求書の受理が令和６年４月３日以降であった場合は、受理した後、甲

の７営業日以内に支払うものとする。  

第４条  契約保証金は、免除する。  

第５条  乙は、本契約の業務の一部を第三者に委託する場合は、甲の承認を得るものとする。

乙は、本契約にかかる業務の全部又は主要部分を第三者に委任若しくは委託してはならな

い。 

２ 乙は、本契約に係る業務の一部を再委託する場合には、事前に、再委託する業務、再委託

先等を研究所に書面で提出し、承認を受けること。また、乙は、守秘義務等に関して、本仕

様書で定める債務を再委託先事業者も負うよう必要な処置を契約後速やかに実施し、その内

容を研究所に書面で提出し、承認を得ること。なお、第三者に再委託する場合には、その最

終的な責任を乙が負うこと。  

第６条  乙は、甲から提供を受けた個人情報及び乙が業務上知り得た個人情報について、第三

者に漏洩してはならない。また、個人情報の複製や、業務以外の目的での利用をしてはなら

ない。本契約終了または解除された後においても同様とする。  

第７条 乙は、取得個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩等の事故が発生した場合には、ただ

ちに甲に報告するとともに、苦情への対応等、当該事故により損害を最小限にとどめるため

に必要な措置を乙の責任と費用負担で講じるものとする。  

第８条 前条の規定にかかわらず、乙の責に帰すべき事由により、取得個人情報の紛失、破

壊、改ざん、漏洩等の事故が発生し、甲が第三者から請求を受け、または第三者との間で紛

争が発生した場合には、乙は、甲の指示に基づき自己の責任と費用負担でこれに対処するも

のとする。この場合、甲が被害を被ったときは、乙は甲に対して当該損害を賠償しなければ

ならないものとする。  

第９条 乙は、委託業務の終了後、取得個人情報が記録された資料（電磁的記録を含む）を、

甲の指示に従い、甲に返還するか、消去又は廃棄するものとする。ただし、甲が別に指示し
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たときは、その指示に従うものとし、甲が希望した場合は、取得個人情報の返還、消去又は

廃棄に関し、甲指定の様式による証明書を発行するものとする。  

第１０条 乙は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、契約金額の１０

分の１に相当する額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。  

一  乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下

「独占禁止法」という。）第３条又は第１９条の規定に違反し、又は乙が構成員である事

業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙又は乙が

構成員である事業者団体に対して  、同法第４９条第１項に規定する排除措置命令又は同

法第６２条第１項に規定する納付命令を行い、当該命令が確定したとき。ただし、乙が同

法第１９条の規定に違反した場合であって当該違反行為が同法第２条第９項の規定に基づ

く不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉

売の場合など甲に金銭的損害が生じない行為として、乙がこれを証明し、その証明を甲が

認めたときは、この限りではない。  

二  公正取引委員会が、乙に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の規

定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。  

三  乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定に

よる刑が確定したとき。  

２ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がそ

の超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。  

３ 乙は、この契約に関して、第１項の各号の一に該当することとなった場合には、速やか

に、当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。  

第１１条 甲は、次の各号に該当する事由が生じたときは、契約を解除することができるもの

とする。  

一  乙が正当な理由なく、本契約の全部又は一部を履行しないとき。

二  本契約の履行について、乙に不正・不当な行為があったとき。  

三  乙が本契約を履行する能力を失ったことが明らかに認められるとき。

四  乙が次のいずれかに該当するとき

ア 役員等(乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又はその

支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。 )が暴力団 (暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。第２条第２号に規定する暴力

団をいう。以下同じ。 )又は暴力団員 (同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であると認められるとき。  

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。  

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

るとき。  

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。  

カ 下請契約又は材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのい

ずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。  

キ 乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は材料の購入契約その他の
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契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対して当該契

約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。  

五  本契約の履行に関し、乙又はその使用人等に不正な行為があったとき。  

六  前各号に定めるもののほか、乙が本契約条項に違反したとき。  

七  乙がやむを得ない事情により解約を申し立て、甲が認めた場合

八  甲の都合により契約の解除の必要があるとき。

２ 前項の七から八により契約を解除する場合には、甲は乙に対して契約解除の理由を記載し

た書面を解除しようとする３０日前までに通知し、解除できるものとするが、一から六につ

いては、書面をもって通告することによって解除するものとする。  

３ 第１項の一から六の規定により契約を解除した場合においては、乙は、契約金額の１０分

の１に相当する金額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。  

４ 乙が、違約金を甲が指定する期日までに支払わないときは、乙は、甲に遅延日数につき年

３パーセントの割合で計算した額の延滞金を支払うものとする。  

第１２条 労働者災害総合保険及び海外旅行保険の保険料については、契約満了時に人数実績

により精算を行うものとする。  

第１３条  この契約についての必要な細目は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定め

た会計規程、会計細則及び同細則で準用する文部科学省発注工事請負等契約規則によるもの

とする。  

第１４条  この契約について、甲・乙間に疑義が生じた場合は、双方協議のうえ、これを解決

するものとする。  

第１５条  この契約について、甲・乙間に紛争が生じた場合は、双方協議のうえ、これを解決

するものとする。  

第１６条  この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、双方協議の

うえ、これを定めるものとする。  

第１７条  本契約に関する訴えの管轄は、甲の所在地を管轄区域とする地方裁判所とする。  

 上記契約の成立を証するため、甲・乙は次に記名し印を押すものとする。  

 この契約書は２通作成し、双方で各１通を保有するものとする。  

令和６年 月 日 

(甲) 発注者  神奈川県横須賀市野比５－１－１

契約担当役  

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所  

理 事 長   中村 信一

(乙) 請負者  
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仕  様  書 

１．件名 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

２．契約条項   独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程及び会計細則に   

よるほか、次に定めた条項によるものとする。 

３．契約期間  自  令和６年４月１日 １６時００分 

至  令和７年４月１日 １６時００分 

４．代金支払い方法  一括振込払い（適法な請求書を受理した後、令和６年４月５日までに支払う。

ただし、適法な請求書の受理が令和６年４月３日以降であった場合は、受理し

た後、研究所の７営業日以内に支払う。） 

５．保険契約者 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

６．被保険者 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

７．内訳 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

【保険種類】 

①労働者災害総合保険

②役員傷害保険

③火災保険

④賠償責任保険

・施設賠償責任保険 （別紙内訳） 

・昇降機賠償責任保険

・生産物賠償責任保険

⑤雇用慣行賠償責任保険

⑥個人情報漏洩対応保険

⑦海外旅行保険

⑧役員賠償責任保険

８．特記事項 1)建物等の詳細は別紙１「建物一覧表」のとおり。

2)令和６年４月１日以降の役職員数（見込）は別紙２「独立行政法人国立特別

支援教育総合研究所役職員人数（令和６年４月１日見込）」のとおり。

3)令和５年度～令和元年度の海外出張者実績数は別紙３「海外出張者実績数」

のとおり。  

4)落札者は各種保険毎の契約金額内訳を提出すること。

5) 保険金の発生は、別紙４「火災事故一覧」のとおり。

6)本契約に係る保険金請求等各種手続については、代理店扱いとすることを

8



妨げるものではない。 

7)落札者は令和６年７月以降に本研究所から提示する資産一覧表を確認し、

令和７年１月末までに再調達価格を算出すること。  
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（別紙内訳） 

①労働者災害総合保険

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所（以下「研究所」という。）の被用者が業務上の理

由により被った身体の傷害について、研究所が災害補償規定等に基づく災害補償金の支払い責

任を負担することによって被る損害に備え、労働者災害総合保険で担保することを目的とする。 

（１）保険種類 

労働者災害総合保険（法定外補償） 

・通勤災害担保特約

・職業性疾病担保特約

・保険料払込猶予特約

（２）保険対象者 

研究所の常勤職員、非常勤職員 

（３）補償内容・補償金額 

・研究所の災害補償規定と労働者災害補償保険法に基づく給付差額による定額方式（資料

１）とする。

・同一の被用者が被った身体の障害については、死亡に対する法定外補償金と後遺障害に

対する法定外補償金の重複支給は行わず、いずれか高い金額とする。

・保険金の支払は、労働者災害補償保険法によって給付が決定された場合に限るものとし、

後遺障害等級については労働者災害補償保険法施行規則別表第１による。
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（資料１ ）

法定外補償保険金額 

区 分 業務上 通勤途上 

死 亡 １，８６０万円 １，２００万円 

後

遺

障

害

１級 １，５４０万円 ９７５万円 

２級 １，５００万円 ９４０万円 

３級 １，４６０万円 ９０５万円 

４級 ８７５万円 ５５０万円 

５級 ７４５万円 ４７０万円 

６級 ６１５万円 ３９０万円 

７級 ４８５万円 ３１０万円 

８級 ３２０万円 １９５万円 

９級 ２５０万円 １５５万円 

１０級 １９５万円 １２０万円 

１１級 １４５万円 ９０万円 

１２級 １０５万円 ６５万円 

１３級 ７５万円 ４５万円 

１４級 ４５万円 ３０万円 

※ 死亡又は後遺障害の原因が、次の各号の一に該当する場合は、保険金の支払いを要しない。

ⅰ 職員等の故意、又は職員の重大な過失のみによるとき 

ⅱ 職員等が法令に定められた運転資格を持たないで、又は酒に酔ってもしくは薬物（麻薬、大  

麻、あへん、覚せい剤、シンナー等）の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で  

車両を運転している間に発生した事故によるとき 

ⅲ 職員の故意の犯罪によるとき 

ⅳ 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変又は 

暴動によるとき 

ⅴ 地震もしくは噴火又はこれらによる津波のとき 

ⅵ 核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物の放射性、爆発性その他の有害な特  

性の作用又はこれらの特性によるとき 

ⅶ 風土病によるとき 
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②役員傷害保険

研究所の役員（理事長・理事・監事〈政府労災保険の対象外者〉）が業務上の理由により被っ

た身体の傷害について、研究所が役員災害補償規定等に基づく災害補償金の支払い責任を負担

することによって被る損害に備え、役員傷害保険で担保することを目的とする。  

（１）保険種類 

・普通傷害保険（通勤途上を含む）

・保険料払込猶予特約

（２）保険対象者 

研究所の役員（理事長、理事、監事） 

（３）補償内容・補償金額 

政府労働災害保険に加入できない役員（１名につき） 

・死亡保険金   ５，０００万円 

（事故によるケガが原因 事故日より１８０日以内に死亡した場合） 

・後遺障害保険金 ５，０００万円

（事故によるケガが原因 事故日より１８０日以内に後遺障害が生じた場合）

・入院保険金       １５，０００円／１日

（事故日よるケガが原因で医師の診断により入院 事故日より１８０日を限度）

・手術保険金       手術内容により入院保険金の１０、２０、４０倍

（入院保険金が支払われる場合で、事故日より１８０日以内にケガの治療の手術）

・通院保険金       １０，０００円／１日

（事故日よるケガが原因で医師の治療により通院 事故日より９０日を限度）

（４）自己負担額 ０円 

（５）免責事項 

普通障害保険普通約款、各特約条項と同内容 
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③火災保険

研究所が所有、使用及び管理する建物・機械設備・受変電設備・什器・備品等に関する万が一

の事故に伴う損害発生に備えて保険で担保することを目的とする。  

（１）保険種類 

・普通火災保険（一般物件）

（研究所が指定する危険を担保する各種特約を付帯すること。）

・保険料払込猶予特約

（２）保険対象物 

研究所所有の建物等・建物付帯設備及び動産 

別紙（建物等一覧表） 

（３）補償内容 

火災／破裂・爆発／落雷／風・ひょう・雪災／建物外部からの物体の落下・飛来・衝突・

倒壊／他の戸室で生じた事故又は給排水設備の事故による水漏れ／騒じょう・集団行動

・労働紛争等に伴う暴力行為若しくは破壊行為／建物・設備・什器の盗難・汚損・毀損／

現金預貯金証明の盗難／建物の時価３０％以上の水害／床上浸水、又は地盤面から４５

センチを超える浸水による損害／その他上記以外の不測かつ突発的な事故

（４）補償金額（再調達価格）（付保率１００％） 

・建物、付帯設備 ４，３６２，０１０千円

・動産 一式 １，９６２，４００千円 
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④賠償責任保険

研究所が所有、使用及び管理する建物等施設内において発生した事故において、研究所が負

担する損害賠償責任による損害発生に備えて各種必要な損害賠償保険で担保することを目的と

する。 

（１）保険種類 

・施設賠償責任保険

・昇降機賠償責任保険

・生産物賠償責任保険

（２）保険対象 

・研究所が所有、使用及び管理する全ての施設瑕疵による第三者への人的・物的損害に

対する法律上の賠償責任

・研究所の職員等が業務遂行に起因して第三者に人的・物的損害を与えた場合の法律上

の賠償責任

・上記、賠償責任のうち、昇降機に類する損害賠償

・研究所の食堂で提供した飲食が原因で第三者に人的損害を与えた場合の賠償責任

（法律上、被害者に支払うべき損害賠償金の他、弁護士報酬などの訴訟費用、被害者に

対する応急処置などの緊急措置に要した費用、保険会社の要求により、その協力のため

支出した費用を含む）

（３）補償内容・補償金額 

補償限度額 

・対人  １億円（１名） 

５億円（１事故） 

・対物 １千万円

・免責  １千円 

（４）基礎資料 

敷地面積 ７５，２２６㎡ 

建物延べ床面積 １７，３６７㎡ 

昇降機台数（一般）  ４基 

食堂売上高     ３２０万円（令和５年４月～１２月実績）  

４２２万円（令和４年度実績）  

２４６万円（令和３年度実績）  

２６７万円（令和２年度実績）  

１，０２５万円（令和元年度実績）  

※令和６年度は、７０名程度参加の約４週間泊まり込みの研修を年３回実施予定である。
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⑤雇用慣行賠償責任保険

研究所の職員等が業務上の理由により被った雇用問題等（解雇・配置転換・ハラスメント・差

別等）について、研究所が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に備え、雇

用慣行賠償責任保険で担保することを目的とする。 

（１）保険種類 

  雇用慣行賠償責任保険（遡及日平成１９年４月１日） 

（２）保険対象者 

研究所（役員、職員、非常勤職員） 

（３）補償内容・補償金額 

・研究所職員等への差別的行為／不当解雇／ハラスメント／雇用関係に起因する、誹謗、 

中傷、名誉毀損、プライバシー侵害等／不当な降格、配置転換、懲戒処分／採用条件

等についての説明義務違反／職員への報復的行為

・損害賠償金（精神的苦痛に対する慰謝料、休業補償等）

・争訟費用（弁護士費用、裁判費用、和解等に要するその他の費用）

総支払限度額   ５，０００万円

免責金額（１請求）   ５０万円
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⑥個人情報漏洩対応保険

研究所が取り扱う個人情報の漏洩又はそのおそれが発生した場合において、研究所が他人に

対して法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に備え、個人情報漏洩対応保険

で担保することを目的とする。  

（１）保険種類 

  個人情報漏洩対応保険  

（２）保険対象者 

研究所 

（３）補償内容・補償金額  

損害賠償責任部分  

・損害賠償金（研究所が他人に対して支払う法律上の損害賠償金）

・争訟費用 （弁護士費用、裁判費用、和解等に要するその他の費用など）

総支払限度額   ３億円（１事故・期間中共通）

免責金額      ０円

費用部分  

・研究所が費用を支出する事によって現実に被る損害に対する補償

（マスコミ対応、公告、コンサルティング、通信、見舞、事故原因調査、損害賠償請求、 

臨時対応、などの各種費用） 

総支払限度額 ３千万円（１事故・期間中共通、縮小填補割合９５％） 

免責金額 ０円 

（４）基礎資料 

研究所の予算 １，１４０，９３５千円（令和５年度実績） 
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⑦海外旅行保険

研究所の役職員（役員、常勤職員、非常勤職員）が海外出張中の事故等により被った身体の傷

害について、研究所が災害補償規定等に基づく災害補償金の支払い責任を負担することによっ

て被る損害に備え、海外旅行保険で担保することを目的とする。 

（１）保険種類 

・海外旅行保険

（２）保険対象者 

研究所の役員、常勤職員、非常勤職員 

（３）補償内容・補償金額 

・傷害死亡保険金   ３，０００万円

（旅行期間中の事故によるケガが原因 事故日より１８０日以内に死亡した場合）

・傷害後遺障害保険金 ３，０００万円

（旅行期間中の事故によるケガが原因  事故日より１８０日以内に後遺障害が生じた

場合） 

・疾病死亡保険金       ２，０００万円

（旅行期間中または旅行期間終了後７２時間以内に発病した病気が原因  旅行期間終

了日より３０日以内に死亡した場合） 

・治療・救援費用   ５００万円  

（救援者の渡航手続費、現地での交通費・通信費などの諸雑費） 

（４）自己負担額 ０円 

（５）免責事項 

普通障害保険普通約款、各特約条項と同内容  
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⑧役員賠償責任保険

研究所の役員が、役員としての業務につき行った行為（不作為を含みます。）に起因して、保

険期間中に株主や投資家、従業員またはその他第三者から損害賠償請求を提起された場合にお

いて、被保険者が損害賠償金・争訟費用を負担することによって被る損害に備え、役員賠償責

任保険で担保することを目的とする。 

（１）保険種類 

・会社役員賠償責任保険（不作為を含む）

（２）保険対象者 

研究所の役員（理事長、理事、監事） 

（３）保険適用地域 

北米を除く全世界  

（４）補償内容・補償金額 

役員（１名につき） 

・損害賠償金   １億円

（判決金額、和解金等）

・争訟費用    １億円

（訴訟費用、和解・調停費用、弁護士に支払う着手金・報酬金等）
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別紙１

建物 建物以外 合計
1 研究管理棟 ＲＣ 3 1 7,442 1 2,183,490 2,183,490
2 食堂 ＲＣ 1 1 367 1 107,640 107,640
3 研修棟 ＲＣ 2 1 1,345 1 394,650 394,650
4 エレベータ棟 ＲＣ 2 1 30 1 19,530 19,530
5 西研修員宿泊棟 ＲＣ 3 1 2,064 1 605,610 605,610
6 防災用品備蓄倉庫 ＲＣ 1 1 131 1 29,890 29,890
7 電気室 ＲＣ 1 1 77 1 24,880 24,480
8 生活支援研究棟 ＲＣ 1 1 231 1 52,710 52,710
9 体育館 ＲＣ 2 1 1,698 1 165,690 165,690
10 東研修員宿泊棟 ＲＣ 4 1 1,371 1 321,750 321,750
11 特別支援教育研究センター ＲＣ 3 1 1,902 1 360,990 360,990
12 第１研究資料棟 Ｉ 1 1 408 2 41,580 41,580
13 第２研究資料棟 Ｉ 1 1 97 2 15,000 15,000
14 屋外便所１ Ｉ 1 1 33 2 10,800 10,800
15 屋外便所２ Ｉ 1 1 20 2 5,700 5,700
16 トイレ棟 ＲＣ 1 1 53 1 22,100 22,100
17 什器・備品包括 521,100 521,100
18 小屋外設備・装置一式 1,441,300 1,441,300

構造級別

合計 17,269

番号 建物名称 建物構造（柱） 階数 棟 面積（㎡）
再調達価格（保険金額：千円）

4,362,010 1,962,400 6,324,010

エレベーター棟を含む

備考

階段棟含む
ポンプ室、変電室含む

建物一覧表

冷暖房、通信、照明装置等含む
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別紙２

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所　役職員人数（令和６年４月１日見込）

人数

1

1

2

4

人数

74

19

93

役　員

常勤

非常勤（客員研究員・事務補佐員・非常勤看護師　等）

計

理事長

理事

監事（非常勤）

計

職　員
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別紙３

令和５年１２月現在

令和５年度海外出張者　実績数
日数別人数

２日間 1
４日間 6
９日間 1
総計 8

令和４年度海外出張者　実績数
日数別人数

５日間 1
１４日間 1
総計 2

令和３年度海外出張者　実績数
　令和３年度においては、海外出張の実績はない。

令和２年度海外出張者　実績数
　令和２年度においては、海外出張の実績はない。

令和元年度海外出張者　実績数
日数別人数

２日間 1
３日間 1
４日間 2
６日間 3
７日間 1
８日間 3
１２日間 1
総計 12

海外出張者実績数
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別紙４

事故日 概要 保険金（円） 備考

令和元年9月9日
台風により窓ガラス、空
調設備及び庇が破損

11,671,622 既払済み

火災事故一覧
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第４号様式（第３９条関係） 

入 札 書 

件  名  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

入札金額  金 円也（税抜） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程、会計細則及び同細則で準 

用する文部科学省発注工事請負等契約規則を熟知し、仕様書等に従って上記の「独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」を請負うものとして、入札に関す

る条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

令和６年３月１４日 

契約担当役 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所理事長 殿 

競争加入者 

［住所］ 

［氏名］ 印 
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【入札書１：競争加入者本人が入札する場合】 

第４号様式（第３９条関係）

入 札 書

件  名 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

入札金額  金 円也（税抜） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程、会計細則及び同細則で準 

用する文部科学省発注工事請負等契約規則を熟知し、仕様書等に従って上記の「独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」を請負うものとして、入札に関す

る条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

令和６年３月１４日 

契約担当役 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

競争加入者 

住 所 横須賀市野比６４ 

  氏 名 株式会社横須賀国立商事 

   代表取締役 野比 伸太 代表者印 

備考 

（１）競争加入者の氏名欄は、法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名を記載

すること。 

（２）入札にあたっては、初回の入札で落札しないとき再度入札を繰り返すことがあるた

め、入札書を複数持参すること。また、入札を執行しても落札者がないときは、最低

額の申し込みを行った者に対して見積書の提出を要請することがある。 

（３）再度入札を行う際に、辞退する場合は、入札金額に「辞退」と記入すること。
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【入札書２：社員等が競争加入者の代理人となり入札する場合】 

第４号様式（第３９条関係）

入 札 書

件  名  「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」 

入札金額  金 円也（税抜） 

  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程、会計細則及び同細則で準

用する文部科学省発注工事請負等契約規則を熟知し、仕様書等に従って上記の「独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」を供給するものとして、入札に関

する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

令和６年３月１４日 

契約担当役 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

競争加入者 

住 所 横須賀市野比６４ 

氏 名 株式会社横須賀国立商事    

代表取締役 野比 伸太 

代 理 人 

氏 名 株式会社横須賀国立商事 

野比  静 代理人印 

※委任状届出印

備考 

（１）競争加入者の氏名欄は、法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名を記載

すること。 

（２）代理人が入札するときは、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を

記載し、かつ、押印（外国人の署名を含む。）すること。 

（３）入札にあたっては、初回の入札で落札しないとき再度入札を繰り返すことがあるた

め、入札書を複数持参すること。また、入札を執行しても落札者がないときは、最低

額の申し込みを行った者に対して見積書の提出を要請することがある。 

（４）再度入札を行う際に、辞退する場合は、入札金額に「辞退」と記入すること。
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【入札書３：支店長等が競争加入者の代理人となり入札する場合】 

第４号様式（第３９条関係）

入 札 書

件  名  「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」 

入札金額  金 円也（税抜） 

  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程、会計細則及び同細則で準

用する文部科学省発注工事請負等契約規則を熟知し、仕様書等に従って上記の「独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」を供給するものとして、入札に関

する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

令和６年３月１４日 

契約担当役 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

競争加入者 

住 所 横須賀市野比６４ 

氏 名 株式会社横須賀国立商事    

代表取締役 野比 伸太 

代 理 人 

氏 名 株式会社横須賀国立商事 

久里浜支店 

支店長  久里浜 秀樹 代理人印 

※委任状届出印

備考 

（１）競争加入者の氏名欄は、法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名を記載

すること。 

（２）代理人が入札するときは、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その名

称又は商号及び代表者の氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名を

記載し、かつ、押印（外国人の署名を含む。）すること。 

（３）入札にあたっては、初回の入札で落札しないとき再度入札を繰り返すことがあるた

め、入札書を複数持参すること。また、入札を執行しても落札者がないときは、最低

額の申し込みを行った者に対して見積書の提出を要請することがある。 

（４）再度入札を行う際に、辞退する場合は、入札金額に「辞退」と記入すること。
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【入札書４：支店等の社員等が競争加入者の復代理人となり入札する場合】 

第４号様式（第３９条関係）

入 札 書

件  名  「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」 

入札金額  金 円也（税抜） 

  独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が定めた会計規程、会計細則及び同細則で準

用する文部科学省発注工事請負等契約規則を熟知し、仕様書等に従って上記の「独立行政

法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」を供給するものとして、入札に関

する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。 

令和６年３月１４日 

契約担当役 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

競争加入者 

住 所 横須賀市野比６４ 

氏 名 株式会社横須賀国立商事    

代表取締役 野比 伸太 

復 代 理 人 

氏 名 株式会社横須賀国立商事 

久里浜支店  浦賀 三郎 代理人印 

※委任状届出印

備考 

（１）競争加入者の氏名欄は、法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名を記載

すること。 

（２）復代理人が入札するときは、競争加入者本人の住所及び氏名（法人の場合は、その

名称又は商号及び代表者の氏名）、復代理人であることの表示並びに当該復代理人の

氏名を記載し、かつ、押印（外国人の署名を含む。）すること。 

（３）入札にあたっては、初回の入札で落札しないとき再度入札を繰り返すことがあるた

め、入札書を複数持参すること。また、入札を執行しても落札者がないときは、最低

額の申し込みを行った者に対して見積書の提出を要請することがある。 

（４）再度入札を行う際に、辞退する場合は、入札金額に「辞退」と記入すること。
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入札書用の封筒について 記入参考例

表　面

件　　名 「独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約　一式」

「入札書在中」

入札日　　　令和６年３月１４日

会社名

代表者名

裏　面

割印 割印 割印
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委  任  状 

  年  月  日 

 独立行政法人 

   国立特別支援教育総合研究所  御中 

  住    所 

委任者（競争加入者） 社名又は商号 

代表者氏名 印 

私は、  を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（代理人）使用印鑑 

  備考 

（１）代理人印欄は、代理人の使用する印鑑（外国人の署名を含む。）を押印すること。

（２）競争加入者の氏名欄は、法人の場合はその名称及び代表者の氏名を記載すること。
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  （委任状記載例１：社員等が入札のつど競争加入者の代理人となる場合） 

委  任  状 

○年○月○日

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所 御中 

 住    所 横須賀市野比６４ 

 委任者（競争加入者）   社名又は商号  （株）横須賀国立商事 

 代表者氏名  代表取締役 野比 伸太 

  代表者印 

 私は、野比 静 を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（代理人）  使用印鑑 

 横須賀市野比６４ 

 （株）横須賀国立商事  野比 静 

野 

   比 
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委  任  状 

  年  月  日 

独立行政法人 

   国立特別支援教育総合研究所 御中 

   住    所 

 委任者（競争加入者） 社名又は商号 

 代表者氏名 印 

私は、下記の者を代理人と定め、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所との間におけ

る下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（代理人）  使用印鑑 

    委任事項 １ 入札及び見積りに関する件 

 ２ 契約締結に関する件 

 ３ 契約に関する納入（完了）及び取下げに関する件 

 ４ 契約代金の請求及び受理に関する件 

 ５ 復代理人の選任に関する件 

  備考 

（１）代理人印欄は、代理人の使用する印鑑（外国人の署名を含む。）を押印すること。

（２）競争加入者の氏名欄は、法人の場合はその名称及び代表者の氏名を記載すること。

31



 （委任状記載例２：支店長等が競争加入者の代理人となる場合） 

委  任  状 

○年○月○日

 独立行政法人  

     国立特別支援教育総合研究所  御中 

 住    所  横須賀市野比６４ 

 委任者（競争加入者）  社名又は商号  （株）横須賀国立商事 

 代表者氏名  代表取締役  野比 伸太 

 代表者印 

   私は、下記の者を代理人と定め、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所との間に

おける下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（代理人）  横須賀市久里浜７９－９ 

 （株）横須賀国立商事 久里浜支店 

 支店長  久里浜 英樹  使用印鑑  支店長印 

 委任事項 １．入札及び見積りに関する件 

 ２．契約締結に関する件 

 ３．契約に関する納入（完了）及び取下げに関する件 

 ４．契約代金の請求及び受理に関する件 

 ５．復代理人の選任に関する件 

   備  考 

 これは、参考例であり必要に応じ、適宜追加、修正等があっても差し支えないこと。 
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委  任  状 

  年  月  日 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所 御中 

 住    所 

 委任者（競争加入者の代理人）   社名又は商号 

 代表者氏名 

   私は、          を の復代理人と定め 

 下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（競争加入者の復代理人）使用印鑑 
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   （委任状記載例３：支店等の社員等が入札のつど競争加入者の復代理人となる場合） 

委  任  状 

○年○月○日

 独立行政法人  

国立特別支援教育総合研究所  御中 

   住    所 横須賀市久里浜７９－９ 

 委任者（競争加入者の代理人）  社名又は商号  （株）横須賀国立商事 久里浜支店 

 代表者氏名  支店長 久里浜 英樹 

 支店長印 

  私は、浦賀三郎 を（株）横須賀国立商事 代表取締役 野比 伸太（競争加入者）の復代 

理人と定め、下記の一切の権限を委任します。 

記 

令和６年３月１４日独立行政法人国立特別支援教育総合研究所において行われる「独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式」の一般競争入札に関する件 

 受任者（競争加入者の復代理人）  使用印鑑 

 横須賀市久里浜７９－９ 

 （株）横須賀国立商事 久里浜支店 

   浦 

   賀 

 浦賀 三郎 

   備  考 

（１）この場合、競争加入者からの代理委任状（復代理人の選任に関する委任が含まれて

いること。）が提出されていることが必要であること。（委任状記載例２を参照）
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委任状参考資料 

〇競争加入者本人が入札 

→ 委任状必要なし

〇社員等が競争加入者の代理人として入札 

→ 委任状「委任状記載例１」が必要

〇支店長等が競争加入者の代理人として入札 

→ 委任状「委任状記載例２」が必要

〇支店等の社員等が競争加入者の復代理人として入札 

→ 委任状「委任状記載例２、委任状記載例３」が必要
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誓 約 書  

 

 当社（当法人）は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所との取引に当たり、「独立行

政法人国立特別支援教育総合研究所会計規程」及び「独立行政法人国立特別支援教育総合研

究所会計細則」を遵守し、いかなる不正にも関与しないことを誓約します。 

 当社（当法人）に、上記規程等に反する行為があると認められた場合には、取引停止を含

むいかなる処分を講じられても異議はありません。 

 また、内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提供等の要請に協力するとと

もに、研究所の構成員から不正な行為の依頼等があった場合は直ちに通報します。 

 

令和  年  月  日 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

 

           （住所） 

           （社名又は法人名） 

           （代表者役職・氏名）                 印 

 

 

 

 

 

 

 

営業担当者名刺貼付箇所  
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誓 約 書 

 当社（当法人）は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所との取引に当たり、「独立行

政法人国立特別支援教育総合研究所会計規程」及び「独立行政法人国立特別支援教育総合研

究所会計細則」を遵守し、いかなる不正にも関与しないことを誓約します。 

 当社（当法人）に、上記規程等に反する行為があると認められた場合には、取引停止を含

むいかなる処分を講じられても異議はありません。 

 また、内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提供等の要請に協力するとと

もに、研究所の構成員から不正な行為の依頼等があった場合は直ちに通報します。 

令和  年  月  日 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研究所理事長  殿 

（住所） 

（社名又は法人名） 

（代表者役職・氏名）  印 

営業担当者名刺貼付箇所 
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独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の入札（公募・企画競争を含む）に参加される皆様方へ 

 独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と

一定の関係を有する法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進め

るとされているところです。 

 これに基づき、以下のとおり、当研究所との関係に係る情報を当研究所のホームページで公表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び

情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募又は契約の締結を行っていただくようご理解と御協力をお願いいたします。 

 なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただきますので、ご了知願います。 

（応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力をしていただけない相手方については、その名称等を公表させていただく

ことがあり得ますので、ご了知願います。） 

（１）公表の対象となる契約先

次のいずれにも該当する契約先

① 当研究所において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役

員、顧問等として再就職していること

② 当研究所との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること

※予定価格が一定の金額を超えない契約や光熱水費の支出に係る契約等は対象外

（２）公表する情報

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公

表します。 

① 当研究所の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当研究所ＯＢ）の人数、職名及び当研究所における最終職名

② 当研究所との間の取引高

③ 総売上高又は事業収入に占める当研究所との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該当する旨

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上

④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨

（３）当方に提供していただく情報

① 契約締結日時点で在職している当研究所ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当研究所における最終職名等）

② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当研究所との間の取引高

（４）公表日

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約については原則として９３日以内）

42



入札説明書交付申込書（令和６年２月１３日付け公告分） 

 申込年月日  令和 年  月  日 

 件 名 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

 会 社 名 

 電話番号 （  ）  － 

 代表者氏名 

（申 込 者） 

 資格参加者の等級及び期間  等級 A･B･C・D  期間 ～ 

入 札 説 明 書 等 受 領 書 

独立行政法人 

  国立特別支援教育総合研究所 

  総務部財務課契約係長  殿 

 （件 名）独立行政法人国立特別支援教育総合研究所損害保険契約 一式 

 令和６年  月  日 

 上記の入札説明書一式を受領しました。 

 受領者  住 所 

 会社名 

 受領者    署名又は印 

※入札参加資格の写しを添付ください。

入札説明書をダウンロードにより入手した場合も入札説明書３ページの７記載の問合せ先へ

メールなどにより提出ください。
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